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7月 27日緊急学習会：やんばるを真の世界自然遺産に 

オスプレイと同居する世界自然遺産はない！ 

桜井国俊（沖縄環境ネットワーク世話人） 

 

 

日本政府は、2017年 2月に「奄美大島、徳之島、沖

縄島北部および西表島」を世界自然遺産候補としてユ

ネスコに推薦しました。しかしユネスコの諮問機関の

IUCN（国際自然保護連合）は、2018年 5月「登録延

期」を勧告しました。沖縄島北部について推薦されて

いたやんばるの森の保護体制が不十分だと IUCNは判

断したのです。 
米軍北部訓練場が存在することに目をつぶったため

に、やんばるの森の守るべき地域（コアゾーン）を取り

囲む緩衝地域（バッファーゾーン）を満足に設定でき

なかったことが主な理由です。米軍の協力を得てコア

ゾーンの東側に広がる北部訓練場にバッファーゾーン

の役割を果してもらう必要があったはずだからです。 
しかし、ノグチゲラの生息密度が高い高江周辺にヘ

リパッドを建設し、そこでオスプレイが低空飛行訓練

を繰り返すこととなれば、北部訓練場はバッファーゾ

ーンとして機能するどころか、それとは真逆の自然破

壊をもたらすこととなります。オスプレイが吐き出す

熱風と特有の低周波音と同居できる世界自然遺産はな

いからです。 
政府が「生物多様性」に加えて推薦理由として掲げ

ていた「生態系」が IUCNによって否定されたのも重

大です。「生態系」を推薦理由に掲げるに当たって環境

省は、亜熱帯に成立した照葉樹林、マングローブ、サン

ゴ礁を列挙していました。生物多様性おきなわ戦略も

北部圏域の目指すべき将来像を『森と海のつながりを

大切にする地域』としています。しかし現実には、辺野

古新基地に阻まれてやんばるの森（照葉樹林）のみを

指定したのです。やんばるの自然が持つ価値を矮小化

するものであり容認出来ません。 
 政府は推薦書を手直しの上、本年 2 月に再度の申請

を行いました。そして本年秋に IUCN の調査が入り、

来年夏の世界遺産委員会で審査がなされることとなっ

ています。果たして政府の再申請はオスプレイの飛行

停止を求めて米軍と協議するという内容のものになっ

ているでしょうか。世界に誇るべきやんばるの自然を

まっとうな形で保全し後世に伝えるべく、いまこそ県

民は IUCN調査団に沖縄の声を届けなければなりませ

ん。 

 
 そこで沖縄環境ネットワークは、去る7月27日に

沖縄大学で緊急学習会を開催しました。講師は吉川秀

樹氏（沖縄環境正義プロジェクト代表）と筆者が務め

ました。60名ほどの参加者があり熱の籠った議論が

展開されました。 
学習会での議論に基づき、今秋に派遣される IUCN

現地調査団に要望書を提出することになりました。次

ページ以下に示すものが沖縄環境ネットワークの名で

提出した「IUCNの世界遺産現地調査団への要望書」

です（原文英文）。１．オスプレイと世界自然遺産は

同居できないこと、２．返還された北部訓練場の環境

浄化はまだ済んでいないこと、３．本部港を利用した

オーバーツーリズムの恐れがあることの3点を指摘

し、IUCNによる適切な日本政府の指導を求めていま

す。 

IUCNの世界遺産現地調査団への要請 

 
沖縄環境ネットワーク 

2019 年 8 月 21 日 
Mr. Peter Shadie  
IUCN 世界遺産プログラムディレクター殿 
 
拝啓 
 
沖縄環境ネットワークは沖縄島の自然を保全しよう

とする人々によって 1997 年に創設された環境 NGO
です。私たち沖縄環境ネットワークのメンバーは、“や
んばる”と呼ばれる沖縄島北部の自然の保全に深い関

心を持っています。 
ご存知のように世界自然遺産登録に向けて日本政府

が推薦したやんばる地域は米軍の北部訓練場に隣接し

ています。環境省は 2019 年 1 月に UNESCO に提出

した推薦書の 253 頁で、北部訓練場が “事実上” 推薦

地域の重要な緩衝地域になっていると述べていますが、

私たちはこの考えに全く同意できません。 
米海兵隊は北部訓練場においてオスプレイの激しい

低空飛行訓練を実施しています。この訓練がもたらす

熱波と低周波音は、やんばるの亜熱帯の森の動植物に

被害を与えています（添付ビデオ“MV22 オスプレイ

の下降気流で揺れる木、2013 年 10月”をご覧下さい）。

これが私たちが北部訓練場は絶対に緩衝地域とはなら

ないと考える理由です。 
推薦書の付属文書5-53「奄美大島、徳之島、沖縄島

北部及び西表島の世界自然遺産への推薦について米側

との合意文書」で示されている日米合意は鏡文が示さ

れておらず何時締結されたものかわかりませんが、北

部訓練場の返還の2週間ほど前の2016年12月7日に為

された合意と思われます。その第2パラグラフは次の

ように述べています。 
 

日米両政府は、推薦地域の顕著な

普遍的価値を維持するため、北部訓練場を含

む沖縄島北部一帯において侵略的外来種の防

除など必要な事業を推進することにより、世

界遺産推薦地の保全へ特段の配慮をすること

が重要であるとの認識を共有した。  
 
侵略的外来種の防除が極めて重要であることは勿論

ですが、この合意にはオスプレイの低空飛行訓練がも

たらす深刻な負の環境影響については何も記されてい

ないのです。日本政府はこの情報を推薦書に含めるべ

きであったと私たちは考えています。 
オスプレイの低空訓練飛行がもたらす負の影響は、

北部訓練場の半分の返還によってより深刻になりまし

た。これにつきましては在日米軍もその認識を共有し

ています。2016年12月に北部訓練場の半分が日本に

返還され、残余の部分に海兵隊用の6つのヘリパッド

が日本政府によって建設されました。米海兵隊は、こ

の返還がもたらすやんばるの動植物への影響をその報

告書の中で次のように記述しています。 
 

“北部訓練場の一部返還により、これまでと同

程度の訓練がより狭い地域で行われることになる

が、それは悪影響増大の可能性を生み出すことに

なる。現実的な訓練環境を確保し、また動植物相

を保護するために、訓練地域のモニタリングを行

い、ローテーション化し、休ませることが重要で

ある。（米海兵隊 自然資源・文化資源統合管理

計画2014年、113ページより） 

 

これは推薦書の付属資料5-52に示されています。 

次のフォトコピーの左側部分は、沖縄選出の参議院

議員の伊波洋一氏が在日米軍に情報公開請求して入手

したもので上記の記述が墨塗りされています。右側は

米国の環境NGOのCBD（生物多様性センター）が米

国の情報公開法FOIAを用いて入手したものです。 
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7月 27日緊急学習会：やんばるを真の世界自然遺産に 

オスプレイと同居する世界自然遺産はない！ 

桜井国俊（沖縄環境ネットワーク世話人） 

 

 

日本政府は、2017年 2月に「奄美大島、徳之島、沖

縄島北部および西表島」を世界自然遺産候補としてユ

ネスコに推薦しました。しかしユネスコの諮問機関の

IUCN（国際自然保護連合）は、2018年 5月「登録延

期」を勧告しました。沖縄島北部について推薦されて

いたやんばるの森の保護体制が不十分だと IUCNは判

断したのです。 
米軍北部訓練場が存在することに目をつぶったため

に、やんばるの森の守るべき地域（コアゾーン）を取り

囲む緩衝地域（バッファーゾーン）を満足に設定でき

なかったことが主な理由です。米軍の協力を得てコア

ゾーンの東側に広がる北部訓練場にバッファーゾーン

の役割を果してもらう必要があったはずだからです。 
しかし、ノグチゲラの生息密度が高い高江周辺にヘ

リパッドを建設し、そこでオスプレイが低空飛行訓練

を繰り返すこととなれば、北部訓練場はバッファーゾ

ーンとして機能するどころか、それとは真逆の自然破

壊をもたらすこととなります。オスプレイが吐き出す

熱風と特有の低周波音と同居できる世界自然遺産はな

いからです。 
政府が「生物多様性」に加えて推薦理由として掲げ

ていた「生態系」が IUCNによって否定されたのも重

大です。「生態系」を推薦理由に掲げるに当たって環境

省は、亜熱帯に成立した照葉樹林、マングローブ、サン

ゴ礁を列挙していました。生物多様性おきなわ戦略も

北部圏域の目指すべき将来像を『森と海のつながりを

大切にする地域』としています。しかし現実には、辺野

古新基地に阻まれてやんばるの森（照葉樹林）のみを

指定したのです。やんばるの自然が持つ価値を矮小化

するものであり容認出来ません。 
 政府は推薦書を手直しの上、本年 2 月に再度の申請

を行いました。そして本年秋に IUCN の調査が入り、

来年夏の世界遺産委員会で審査がなされることとなっ

ています。果たして政府の再申請はオスプレイの飛行

停止を求めて米軍と協議するという内容のものになっ

ているでしょうか。世界に誇るべきやんばるの自然を

まっとうな形で保全し後世に伝えるべく、いまこそ県

民は IUCN調査団に沖縄の声を届けなければなりませ

ん。 

 
 そこで沖縄環境ネットワークは、去る7月27日に

沖縄大学で緊急学習会を開催しました。講師は吉川秀

樹氏（沖縄環境正義プロジェクト代表）と筆者が務め

ました。60名ほどの参加者があり熱の籠った議論が

展開されました。 
学習会での議論に基づき、今秋に派遣される IUCN

現地調査団に要望書を提出することになりました。次

ページ以下に示すものが沖縄環境ネットワークの名で

提出した「IUCNの世界遺産現地調査団への要望書」

です（原文英文）。１．オスプレイと世界自然遺産は

同居できないこと、２．返還された北部訓練場の環境

浄化はまだ済んでいないこと、３．本部港を利用した

オーバーツーリズムの恐れがあることの3点を指摘

し、IUCNによる適切な日本政府の指導を求めていま

す。 

IUCNの世界遺産現地調査団への要請 

 
沖縄環境ネットワーク 

2019 年 8 月 21 日 
Mr. Peter Shadie  
IUCN 世界遺産プログラムディレクター殿 
 
拝啓 
 
沖縄環境ネットワークは沖縄島の自然を保全しよう

とする人々によって 1997 年に創設された環境 NGO
です。私たち沖縄環境ネットワークのメンバーは、“や
んばる”と呼ばれる沖縄島北部の自然の保全に深い関

心を持っています。 
ご存知のように世界自然遺産登録に向けて日本政府

が推薦したやんばる地域は米軍の北部訓練場に隣接し

ています。環境省は 2019 年 1 月に UNESCO に提出

した推薦書の 253 頁で、北部訓練場が “事実上” 推薦

地域の重要な緩衝地域になっていると述べていますが、

私たちはこの考えに全く同意できません。 
米海兵隊は北部訓練場においてオスプレイの激しい

低空飛行訓練を実施しています。この訓練がもたらす

熱波と低周波音は、やんばるの亜熱帯の森の動植物に

被害を与えています（添付ビデオ“MV22 オスプレイ

の下降気流で揺れる木、2013 年 10月”をご覧下さい）。

これが私たちが北部訓練場は絶対に緩衝地域とはなら

ないと考える理由です。 
推薦書の付属文書5-53「奄美大島、徳之島、沖縄島

北部及び西表島の世界自然遺産への推薦について米側

との合意文書」で示されている日米合意は鏡文が示さ

れておらず何時締結されたものかわかりませんが、北

部訓練場の返還の2週間ほど前の2016年12月7日に為

された合意と思われます。その第2パラグラフは次の

ように述べています。 
 

日米両政府は、推薦地域の顕著な

普遍的価値を維持するため、北部訓練場を含

む沖縄島北部一帯において侵略的外来種の防

除など必要な事業を推進することにより、世

界遺産推薦地の保全へ特段の配慮をすること

が重要であるとの認識を共有した。  
 
侵略的外来種の防除が極めて重要であることは勿論

ですが、この合意にはオスプレイの低空飛行訓練がも

たらす深刻な負の環境影響については何も記されてい

ないのです。日本政府はこの情報を推薦書に含めるべ

きであったと私たちは考えています。 
オスプレイの低空訓練飛行がもたらす負の影響は、

北部訓練場の半分の返還によってより深刻になりまし

た。これにつきましては在日米軍もその認識を共有し

ています。2016年12月に北部訓練場の半分が日本に

返還され、残余の部分に海兵隊用の6つのヘリパッド

が日本政府によって建設されました。米海兵隊は、こ

の返還がもたらすやんばるの動植物への影響をその報

告書の中で次のように記述しています。 
 

“北部訓練場の一部返還により、これまでと同

程度の訓練がより狭い地域で行われることになる

が、それは悪影響増大の可能性を生み出すことに

なる。現実的な訓練環境を確保し、また動植物相

を保護するために、訓練地域のモニタリングを行

い、ローテーション化し、休ませることが重要で

ある。（米海兵隊 自然資源・文化資源統合管理

計画2014年、113ページより） 

 

これは推薦書の付属資料5-52に示されています。 

次のフォトコピーの左側部分は、沖縄選出の参議院

議員の伊波洋一氏が在日米軍に情報公開請求して入手

したもので上記の記述が墨塗りされています。右側は

米国の環境NGOのCBD（生物多様性センター）が米

国の情報公開法FOIAを用いて入手したものです。 
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この 6 つのヘリパッド建設のために防衛省が作成し

た環境アセスメントは、この地域にやんばるの固有種

で絶滅危惧種のノグチゲラの巣が 36 あると報告して

います。やんばる地域のノグチゲラの個体数は 400 羽

程度と推定されており、したがってこれらのヘリパッ

ドはこの鳥の最も重要な生息地域に位置していること

になります。 

また、地元の昆虫研究家の宮城秋乃さんはオスプレ

イの低空飛行におびえているノグチゲラの雛を観察し

ています。  

 
ノグチゲラの巣立ちを妨害するオスプレイ 
（2014年 5月）撮影：宮城秋乃 

私たちは、世界自然遺産はオスプレイとは共存でき

ないと確信しています。日本政府は世界遺産条約第11
条第 3 項ならびに世界遺産条約管理ガイドラインセク

ション 135 に基づきこの件について米国と協議し、北

部訓練場においてオスプレイが低空訓練飛行を行わな

いようにすべきであると私たちは考えます。 

以上に指摘しましたオスプレイの低空訓練飛行の問

題は、日本政府が提出した推薦書には何も記述があり

ません。日本政府はこの点を記述すべきであったと私

たちは考えています。その一方で、推薦書で記述され

ていることで私たちが同意できないことがあります。

それは返還された北部訓練場の現状についての推薦書

の 2.b.1 歴史（和文 110 頁、英文 117 頁）における次

の記述です。 

 
直近では、推薦地を含む沖縄島北部において、

2016 年 12 月に約 7,824ha の北部訓練場のう

ち約 4,166ha の土地が米国政府から日本政府に

対して返還された（以下、 「返還地」という） 。 
その後、防衛省が関係法令に基づく土壌汚染調査

や廃棄物処理等を行い、土壌汚染や水質汚濁等が

ないことを確認し、返還地は、2017 年 12 月に

防衛省から各土地所有者に引き渡され、そのうち

約 2,793ha が推薦地に含まれる。 
 

しかし、前述の昆虫研究家の宮城秋乃さんは返還さ

れた北部訓練場において2017年12月以降野外観察活

動を行う中で空砲などの米軍訓練活動に伴う廃棄物を

何度も発見し、その都度琉球新報や沖縄タイムスなど

の地元紙で報道されております。直近の事例は、2019
年 5 月 3 日の琉球新報紙で報じられた事例です。その

記事によりますと、宮城さんは北部訓練場返還地の

LZ-FBJ ヘリパッド跡周辺で 4 月 6 日に米軍の未使用

の空砲銃弾 71 発や野戦食の袋などの廃棄物を発見し、

地元警察に通報しています。宮城さんによると、これ

までに発見した空砲はおよそ 500 発にもなるとのこと

です。 

 
      2019年年 5月 3日の琉球新報紙より 

従いまして、推薦書の記述“防衛省が関係法令に基

づく土壌汚染調査や廃棄物処理等を行い、土壌汚染や

水質汚濁等がないことを確認し”は明らかに根拠のな

い主張であると言わざるを得ません。返還地は約

4000ヘクタールと広大である上に、60年もの長きに

わたってジャングル戦闘訓練に使用された土地であり

（北部訓練場の供用開始は1957年です）、かくも短

時日での浄化がありえないことはキャンプ桑江返還時

の跡地浄化の経験などから沖縄の市民には明らかで

す。 

 問題は、汚染者の米軍がどこをいついかなる行動で

汚染したかについて米軍から満足な情報提供を受ける

ことなく防衛省が浄化作業を進めていることにありま

す。日米地位協定第4条第1項は、米軍基地の返還後

は返還地の浄化責任は日本政府にあると定めていま

す。また。浄化にあたって使用される資金は、日本国

民が収めた税金です。私たちは、汚染者負担の原則に
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この 6 つのヘリパッド建設のために防衛省が作成し

た環境アセスメントは、この地域にやんばるの固有種

で絶滅危惧種のノグチゲラの巣が 36 あると報告して

います。やんばる地域のノグチゲラの個体数は 400 羽

程度と推定されており、したがってこれらのヘリパッ

ドはこの鳥の最も重要な生息地域に位置していること

になります。 

また、地元の昆虫研究家の宮城秋乃さんはオスプレ

イの低空飛行におびえているノグチゲラの雛を観察し

ています。  

 
ノグチゲラの巣立ちを妨害するオスプレイ 
（2014年 5月）撮影：宮城秋乃 

私たちは、世界自然遺産はオスプレイとは共存でき

ないと確信しています。日本政府は世界遺産条約第11
条第 3 項ならびに世界遺産条約管理ガイドラインセク

ション 135 に基づきこの件について米国と協議し、北

部訓練場においてオスプレイが低空訓練飛行を行わな

いようにすべきであると私たちは考えます。 

以上に指摘しましたオスプレイの低空訓練飛行の問

題は、日本政府が提出した推薦書には何も記述があり

ません。日本政府はこの点を記述すべきであったと私

たちは考えています。その一方で、推薦書で記述され

ていることで私たちが同意できないことがあります。

それは返還された北部訓練場の現状についての推薦書

の 2.b.1 歴史（和文 110 頁、英文 117 頁）における次

の記述です。 

 
直近では、推薦地を含む沖縄島北部において、

2016 年 12 月に約 7,824ha の北部訓練場のう

ち約 4,166ha の土地が米国政府から日本政府に

対して返還された（以下、 「返還地」という） 。 
その後、防衛省が関係法令に基づく土壌汚染調査

や廃棄物処理等を行い、土壌汚染や水質汚濁等が

ないことを確認し、返還地は、2017 年 12 月に

防衛省から各土地所有者に引き渡され、そのうち

約 2,793ha が推薦地に含まれる。 
 

しかし、前述の昆虫研究家の宮城秋乃さんは返還さ

れた北部訓練場において2017年12月以降野外観察活

動を行う中で空砲などの米軍訓練活動に伴う廃棄物を

何度も発見し、その都度琉球新報や沖縄タイムスなど

の地元紙で報道されております。直近の事例は、2019
年 5 月 3 日の琉球新報紙で報じられた事例です。その

記事によりますと、宮城さんは北部訓練場返還地の

LZ-FBJ ヘリパッド跡周辺で 4 月 6 日に米軍の未使用

の空砲銃弾 71 発や野戦食の袋などの廃棄物を発見し、

地元警察に通報しています。宮城さんによると、これ

までに発見した空砲はおよそ 500 発にもなるとのこと

です。 

 
      2019年年 5月 3日の琉球新報紙より 

従いまして、推薦書の記述“防衛省が関係法令に基

づく土壌汚染調査や廃棄物処理等を行い、土壌汚染や

水質汚濁等がないことを確認し”は明らかに根拠のな

い主張であると言わざるを得ません。返還地は約

4000ヘクタールと広大である上に、60年もの長きに

わたってジャングル戦闘訓練に使用された土地であり

（北部訓練場の供用開始は1957年です）、かくも短

時日での浄化がありえないことはキャンプ桑江返還時

の跡地浄化の経験などから沖縄の市民には明らかで

す。 

 問題は、汚染者の米軍がどこをいついかなる行動で

汚染したかについて米軍から満足な情報提供を受ける

ことなく防衛省が浄化作業を進めていることにありま

す。日米地位協定第4条第1項は、米軍基地の返還後

は返還地の浄化責任は日本政府にあると定めていま

す。また。浄化にあたって使用される資金は、日本国

民が収めた税金です。私たちは、汚染者負担の原則に

基づき返還地の汚染浄化は汚染者である米軍（米国）

が行うべきと考えますが、百歩譲って日米地位協定第

4条第 1項の規定を認めるにしても、汚染者たる米軍

は関連情報を防衛省に提供すべきであり、また防衛省

は米軍に対して情報提供を求めるべきだと考えます。 

 先に見た推薦書の付属文書 5-53「奄美大島、徳之

島、沖縄島北部及び西表島の世界自然遺産への推薦に

ついて米側との合意文書」の第三パラグラフに述べら

れているように、日米両政府は「奄美大島、徳之島、

沖縄島北部及び西表島」の世界自然遺産への推薦につ

いて協議し、世界遺産推薦やその後の評価、登録やモ

ニタリング等に係る情報を適宜共有し、世界遺産推薦

地／世界遺産地域の適切な保全・管理を図るために、

必要に応じて意見交換等を行うことについて合意して

います。私たちは、この合意に基づいて米国政府と協

力するように IUCNの皆様が日本政府をご指導いた

だきますようお願い申し上げます。より具体的に申し

上げるならば、返還地のより正確な使用履歴情報を米

軍より入手し、それに基づいて効率的で効果的な環境

浄化作業を行うように日本政府をご指導頂くようお願

いする次第です。 

私たち沖縄環境ネットワークにはやんばるの自然の

保全に関してあと一つ懸念していることがあります。

それは日本政府が日本全国で進めている大型クルーズ

船寄港地の開発計画が自然にもたらすマイナス影響で

す。「奄美の自然を守る会」のIUCN宛2019年7月30日
付けの要望書にもありますように、建設省は奄美大島、

徳之島などの南西諸島での寄港地の開発に力を入れて

いますが、やんばるでも本部港で2021年からクルーズ

船が寄港する計画があると沖縄タイムスは報じていま

す。 
これらの島はいずれも小さく、その環境容量は限ら

れています。貴重な資源の過剰な使用にならないよう

に訪問客の総数は制限される必要があります。私たち

はやんばるでのツーリズムはマスツーリズムを避け持

続可能なツーリズムとして実施されるべきだと考えて

います。訪問客と流入物資の増加は外来種の島嶼生態

系への侵入の危険を増加させます。従いまして私たち

は、IUCN がこの夏に実施する予定の現地調査に際し、

このクルーズ船計画をぜひ取り上げていただきたいと

思っております。 

 
沖縄タイムス、2019年7月30日 

 

私たち沖縄環境ネットワークは、基地のない、そし

てマスツーリズムのない世界自然遺産としてやんばる

が 2020 年に登録されることを願っています。私たち

は、私たちのこの願いを IUCNの皆さんも共有されて

いると考えており、世界自然遺産に提案されている地

域の評価のために近々実施される現地調査においてや

んばるの動植物相に及ぼす北部訓練場の影響、同返還

地の浄化の現状並びにクルーズ船計画を皆さんが慎重

に精査されるよう要請します。 
 
敬具 
 
沖縄環境ネットワーク世話人会 
 
添付ビデオ：“MV22オスプレイの下降気流で揺れる木、

2013年 10月” 
 
 
 
 
 
 

この要望書は IUCN 世界遺産ダイレクターの

Peter Shadie 氏によって2019年8月21日に受理さ

れ、提供を受けた情報については IUCN が行なう評

価において考慮するとの回答がありました。 
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平和を求める元軍人の会（Veterans For Peace:略称 VFP)
年次総会で辺野古新基地の反対決議

真喜志　好一（沖縄環境ネットワーク世話人・VFP- 琉球沖縄支部会員）

　VFP は、米国の元軍人たちが 1985 年に立ち上げた平和団体だ。
沖縄県議会議長が 2011 年 7 月４日に「日米両政府が普天間飛行場
を早期に閉鎖・返還するとともに、辺野古の海上及び陸上への基地
建設を断念し、国外・県外に移設されるよう強く要請いたします」
と VFP 本部あての文書を送ったのが沖縄との関係の始まりだ。
　2015 年 12 月に 10 名余の VFP メンバーが来沖した。辺野古、
高江の非暴力直接行動に積極的に加わった。迎え入れた私達は
2016 年 3 月、ダグラス・ラミスさんを会長に VFP- 琉球沖縄国際
支部（RyuKyus Okinawa Chapter Kokusai: 略称 ROCK）を結成した。

（VFP の趣旨に賛同する人は軍隊経験がなくても VFP の賛同会員
になることができるので、私も会員だ。）毎年夏に開かれる年次総
会に沖縄からメンバーを出席させている。
　今年の年次総会は 8 月 15 日～ 18 日にワシントン州スポケーン市で開かれ、ROCK の在沖縄メンバー２名、在米
メンバー 2 名、それに 30 分のドキュメンタリービデオ「私たちの島の宝」を作った在米の 17 才の高校生カイヤ・
ヨナミネさんと母親のモエ・ヨナミネさん親子を ROCK のゲストとして招いたので、併せて報告する。6 名の参加費、
旅費、宿泊費は皆さまのカンパでまかなった。カンパをいただいた方々に感謝。

真喜志 好一（沖縄環境ネットワーク世話人・VFP- 琉球沖縄支部会員）
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

沖縄映画祭のような初日の上映会
　総会初日の8 月15 日午後には、総会会場のホテル宴会
場で二つの映画上映だけが組まれていて「沖縄映画祭」
のようだった。「沖縄スパイ戦史（三上智恵、大矢英代監
督、英語名はBoy Soldiers）」とカイヤ・ヨナミネさんの「私
達の島の宝」である。後者の上映を総会プログラムに組み
込む交渉は、在米のVFP-ROCK メンバーが丁寧に進めて
くれた。
　在米VFP-ROCK メンバーの大山のり子、沖縄からの当
真嗣清、と私が会場に着いたのは「沖縄スパイ戦史」の後
半で、大矢英代さんへの質疑も聞いた。
　「私達の島の宝」の上映時には15 名ほどの参加者で
あった。上映後、アン・ライト女史（陸軍兵士として29 年
間務め、大佐で除隊後は外交官として国務省に16 年間勤
めたが、2003 年のイラク戦争に反対して国務省を辞任し
た。）から「辺野古工事の現況について」質問があった。
　マヨネーズのような軟弱地盤であることや、2月に行っ
た県民投票で埋立反対票が72％であったにも関わらず、
日本政府は埋立工事を強行し、県民は抗議の座り込みを
続けている状況を話した。米国政府に辺野古計画を断念
させてほしいとも要請した。上映会が「沖縄米軍基地新
設問題ワークショップ」の場になった。質問なさったア
ン・ライトさんの配慮に感謝したい。午後3 時に会場に到
着した在米の大山のり子さん、沖縄からの当真嗣清さん、
私に加えて、カイヤさん、モエさん母娘とハワイからの
ピートさんも夕方には到着して6 名がそろい、夕食を共
にした。

総会参加の三つの目的と準備作業
　今回の VFP 総会に参加するにあたって次の三つの
目的を VFP-ROCK で確認していた。
① VFP-ROCK 提案の辺野古反対の決議を採択させる。
②米国の国防予算への VFP-ROCK ダグラス・ラミス

会長から米国上院、下院関係者への手紙への賛同
署名を集める。

③カイヤ・ヨナミネ（17 歳の女子高校生）さん母娘
を ROCK が総会に招待し、紹介する。

　そのため、米国に旅立つまでに総会プログラムに意
見広告を出し、辺野古反対の決議案をメールで送り、
参加 VFP メンバーに配る名護市、沖縄県が作った英
文のパンフを、東アジア共同体研究所、琉球・沖縄セ
ンターから送ってもらった。

総会プログラムへの意見広告
　右上の図は、年次総会のプログラムに掲載した沖縄
の広告で、左頁に普天間は 1945 年に米軍が住民不在
の間にそこにあった集落をつぶして作った飛行場で、
米軍の安全基準に合わないので、閉鎖・返還すべきこと、
右ページに辺野古には米軍が飛行場と軍港を作ること
をベトナム戦争時の 1966 年に計画したことを見開き
で掲載した。英訳には沖縄国際大学・佐藤学教授のお
力を借り、掲載費用は「辺野古基金」の助成を受けた。
　意見広告の日本語版は、参加費用のカンパ要請チラ
シの裏面にも印刷した。
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8 月 17 日 ROCK 提案の決議の採択
　8 月 17 日、各支部が出している決議案の提案、討論、
採決が行われた。私達 VFP-ROCK が出していた決議
案の結びの部分が 2016 年と 17 年の採択決議と似す
ぎているとの理由で、保留とされていた。
　ハワイから参加したピートさんが VFP 事務局と交
渉し、表題と結論を書き変え、全会一致で採択された。
　下の写真が挙手による採択である。

　下に書き変えた表題と結論を書き写す。
　表題：沖縄県辺野古の新基地建設における GAO（政
府監査院）および DOD（国防総省）による調査を求

展示ブースの設営
　テーブル 2 台の位置は会議室出入り口の近くを確
保した。ROCK が昨年購入して VFP 本部に預けてい
る大型モニターとパソコンをつないだ。映像は写るが
音が出ない。ネットでモニターの型番を調べるとス
ピーカーはついていないタイプ。会場で旧知のエレン
さんにスピーカーの提供と接続をお願いした。
　琉球・沖縄センター提供を含め、A3 判写真パネル
40 枚余を持参していた。しかし壁に写真を張ることが
できない。モエさん、カイヤさん母娘と 5 ｍｍ厚程度
のボードを買いに出かけ、ボードを屏風状に折り曲げ
展示壁にした。展示パネルの選択を在米のメンバーン
に任せて完成した展示ブースが下の写真で、右下にモ
ニター、パソコンとスピーカーはパネルの裏にある。
　中央の車いすの VFP 会員が開いているテレビ局で、

「私達の島の宝」を放送する相談をしているところだ。

める決議。
　結論：2019 年 2 月 24 日、プロジェクトに関する
県民投票により、辺野古埋め立てに反対との意見が
71.74％との結果が出ました。
　したがって、私たちベテランズフォーピースは、辺
野古の新しい基地建設において、GAO と DOD がこれ
らの懸念について調査することを要求しています。

8 月 17 日（土曜日）、夕食会での ROCK の紹介
　夜 7 時から、参加者全員の夕食会が開かれた。まっ
たく予期しなかったことに、突然、沖縄からの参加者
にステージに上がるように促されて、6 名でステージ
へ。とりあえず私が代表して、昼の決議への感謝のお
礼を述べ、のり子さんが通訳。せっかくの機会なので
カイヤさんに発言を求めたところ、会場からは大きな
拍手。終わりにハワイからの ROCK メンバー、ピー
トさんが「米国のアフガン占領は 19 年とみんな言っ
ているが、それじゃあ 75 年はどうなんだ？と米軍が
上陸後も今だに居続ける沖縄の状況を問題提起した。」
とのこと。ピートさんの発言の翻訳は平安名純代さん
のフェイスブックによる。

　私達がステージを降りるとき、会場は全員が立ち
あがって拍手をした。その模様は 10 分ほどのビデオ
がネット上にアップされている。フェイスブックで

「sumiyo heianna」のブックを開き、8 月 26 日の記
事にビデオがある。

上下院へ、国防権限法の成立を促す賛同署名
　極東における米軍の再編を米国上院の国防権限法案
1255 項は求めているという。この点について VFP-
ROCK 代表ダグラス・ラミスさんは米国上院、下院の
軍事委員会委員長、上級委員、合計 4 名にあて、辺
野古の見直しを促す次のレターを書いた。
　「Ｎ値 0 の海底についての沖縄防衛局の報告書では
2015 年に分かっていた。米議会と国防総省は日本政
府から 2015 年に通知を受けたか。それとも 2018 年
に分かったのか。沖縄県民には 2018 年まで知らされ
なかった。」
　このようなことから米国防総省独自の調査を促すレ
ターで、このレターへの VFP 会員の賛同署名も 40 通
ほど集まった。 　　　　　　　　　　　　　　　　完
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■編集後記■　
「多くの人たちが苦しんでいます。多くの人たちが死んで
います。全ての生態系が破壊されています。私たちは大
量絶滅の始まりにいます。それなのにあなたたちが話し
ているのは、お金のことと、経済発展がいつまでも続く
というおとぎ話ばかり。恥ずかしくないんでしょうか！」
　9 月 23 日の国連気候行動サミットでスピーチしたグ
レタさんと同じ怒りや思いを持っているはずなのに、あ
きらめや呆れ、無力感、「自分と大切な人たちのことだ
け考えていたい」というエゴに負けて久しい。ですが、
まずはやんばるを " 真の " 世界遺産にする、あるいはや
んばるの森を守るための学習会（10 月 26 日開催予定）
の成功のためにがんばります。　　　　　　 　（編集部）

環境情報おきなわ
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●決定・承認事項
①：2019年度　顧問・世話人・監査人・事務局員

顧　問／渡久山章
世話人／

 
 
監査人／内海正三、眞喜志敦
事務局／山内優希、桑江直哉

●決定・承認事項
②：2019年度事業計画案へ加筆（下線部分を加筆）

　　「13．県内外・国内外環境 NGO等との交流」

●決定・承認事項
③：「通信執筆料」の制定

非会員の方に通信の原稿を執筆してもらう
際、原稿一本につき 5,000円の執筆料をお支
払いする。これは 2019年 3月発行号（79号）
から適用される。

2019年度総会（2019年6月29日）での決定・承認事項および総会資料中の訂正事項

●総会資料中の訂正事項：
　2018年度支出および収支残高

■支出
◎人件費 ¥120,000

◎印刷費 ¥141,692

◎通信費 ¥128,060

◎振込手数料等 ¥3,714

◎消耗品・雑費 ¥48,491

◎各種会費 ¥5,000

◎会議費　　　 ¥11,700

◎講師料　 ¥309,200

◎未払金支払 ¥47,160

　総支出合計 ¥815,017

収支残高（次年度繰越金） ¥956,904

※総収入合計は　¥1,771,921

桜井国俊、真喜志好一、後藤哲志
大城順子、砂川かおり、 川満昭広
長田英己、鷲尾眞由美、吉嶺繁子
花輪伸一、鷲見幸子、徳森りま




